（募集要領 様式１）

※提出期日：令和３年６月11日(金)　17時00分必着
令和３年度「新たな沖縄観光サービス創出支援事業費補助金」に係る
間接補助事業者（民間事業者等）
企画提案提出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
住所
会社名 

代表者氏名　                                  　 

TEL
1. 共同企業体構成企業　(※共同企業体の場合のみ記入)

	


2. 業務企画の担当者（業務の企画運営・実施における担当者）
	 責任者（職・氏名）
	

	連絡担当窓口
	職
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	


· 共同企業体で申し込みする場合は、企業名も記載してください。また、責任者については、　幹事企業から選出してください。

3. 応募資格（募集要領【１．事業概要】の「１－５．応募資格」を満たすことの説明）
	
	応募資格
	確認
(○を記入)
	要件を満たすことの説明、または証明書類
（補足説明や提案書中の記載箇所、説明書類を記載）
【　】の書類については必ず添付すること

	1
	沖縄県内に本社または営業所を有する法人であること。なお、複数の法人が共同して事業を行う場合については、いずれかを代表法人とし、当該法人が応募すること。
	
	・法人の場合【履歴事項全部証明書又は登記簿謄本の写し】（発行日が申請日から３ヵ月以内のもの）
・非営利民間団体の場合：【それらを証明する書類】


	2
	旅行業（又は旅行業者代理業）の登録を受けていること。
	
	【旅行業（又は旅行業者代理業）の登録を受けていることを証明する書類】

	3
	令和４年度以降の販売計画を有していること
	
	

	4
	本事業の遂行に必要な能力、知識、経験等を有していること
	
	

	5
	本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有していること
	
	【資産及び負債に関する書類】（貸借対照表等）

	6
	事業実施に当たって得た機密情報について、実施者の利益を損なわないように厳格に管理できること
	
	

	7
	本事業を推進する上で必要とする措置を適切に遂行できる体制を有していること
	
	

	8
	内閣府からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられていないこと
	
	

	9
	新たな沖縄観光サービス創出支援事業費補助金交付規程 別紙「暴力団排除に関する制約事項」に記載されている事項に該当しないこと。
	
	


 ※共同企業体で申し込みする場合、以下の項目については、全社分提出して下さい。 
令和　　年   月   日現在
4. 法人概要
住所
会社名 

代表者氏名　                               　　 　 

TEL
FAX
	 資本金　　　　　　万円
	 設立年　　　　　　　　　年
	 全従業員数　　　　　　　名

	業務内容
	

	得意分野

（業務）
	


· 会社組織図を添付してください。
· 会社の概要が記載された既存の資料（パンフレット）等があれば添付してください。

※共同企業体で申し込みする場合、以下の項目については、全社分提出して下さい。
5. 過去の事業実績（沖縄県内）

　　（過去５年以内に開発・販売した類似実績をご記入ください。）

	実施年月日
	ツアー・商品名称
	実施地域
	内容

	　　年
	
	
	

	　　　年
	
	
	

	　　　年
	
	
	

	　　　年
	
	
	

	　　　年
	
	
	

	　　　年
	
	
	

	　　　年
	
	
	

	　　　年
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